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第２条第１項関係 
１ 賃貸住宅について 
（１）「賃貸住宅」について 

「賃貸住宅」、すなわち賃貸の用に供する住宅とは、賃貸借契約を締結し賃借することを目的

とした、人の居住の用に供する家屋又は家屋の部分をいうものとする。なお、「住宅」は、その

利用形態として「人の居住の用に供する」ことを要件とされていることから、通常事業の用に

供されるオフィスや倉庫等はこの要件に該当せず、「住宅」に該当しない。 
 
（２）家屋又は家屋の部分について 

「家屋又は家屋の部分」（以下「家屋等」という）とは、「家屋」については、アパート一棟や

戸建てなど一棟をいい、「家屋の部分」については、マンションの一室といった家屋の一部をい

うものとする。 
 
（３）その他 

賃貸人と賃借人（入居者）との間で賃貸借契約が締結されておらず、賃借人（入居者）を募

集中の家屋等や募集前の家屋等であっても、それが賃貸借契約の締結が予定され、賃借するこ

とを目的とされる場合は、賃貸住宅に該当する。また、家屋等が建築中である場合も、竣工後

に賃借人を募集する予定であり、居住の用に供することが明らかな場合は、賃貸住宅に該当す

る。 
一棟の家屋について、一部が事務所として事業の用に供され、一部が住宅として居住の用に

供されている等のように複数の用に供されている場合、当該家屋のうち、賃貸借契約が締結さ

れ居住の用に供されている住宅については、賃貸住宅に該当する。一方、マンションのように

通常居住の用に供される一棟の家屋の一室について賃貸借契約を締結し、事務所としてのみ賃

借されている場合、その一室は賃貸住宅に該当しない。 
 
２ 「人の生活の本拠として使用する目的以外の目的に供されていると認められる住宅」につい

て（規則第１条関係） 
（１）「事業の用に供されているもの」について 

「事業の用に供されているもの」とは、国家戦略特別区域法第１３条第１項の規定による認

定に係る施設である住宅のうち同条第５項に規定する認定事業の用に供されているもの、住宅

宿泊事業法第３条第１項の規定による届出に係る住宅のうち同法第２条第３項に規定する住宅

宿泊事業の用に供されているものをいうものとする。例えば、これら住宅が、現に人が宿泊し

ている又は現に宿泊の予約や募集が行われている状態にあること等をいい、これら事業の用に

供されていない場合には、賃貸の用に供されることも想定され、その場合本法の賃貸住宅に該

当する。 
 
（２）ウィークリーマンションについて 
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ウィークリーマンションについては、旅館業法第３条第１項の規定による許可を受け、旅館

業として宿泊料を受けて人を宿泊させている場合、規則第１条の規定のとおり、本法の賃貸住

宅には該当しない。一方、利用者の滞在期間が長期に及ぶなど生活の本拠として使用されるこ

とが予定されている、施設の衛生上の維持管理責任が利用者にあるなど、当該施設が旅館業法

に基づく営業を行っていない場合には、本法の賃貸住宅に該当することとなる。 
 
第２条第２項関係 
「賃貸住宅の維持保全」について 

「賃貸住宅の維持保全」とは、居室及び居室の使用と密接な関係にある住宅のその他の部分

である、玄関・通路・階段等の共用部分、居室内外の電気設備・水道設備、エレベーター等の設

備等について、点検・清掃等の維持を行い、これら点検等の結果を踏まえた必要な修繕を一貫

して行うことをいう。例えば、定期清掃業者、警備業者、リフォーム工事業者等が、維持又は

修繕の「いずれか一方のみ」を行う場合や、エレベーターの保守点検・修繕を行う事業者等が、

賃貸住宅の「部分のみ」について維持から修繕までを一貫して行う場合、入居者からの苦情対

応のみを行い維持及び修繕（維持・修繕業者への発注等を含む。）を行っていない場合は、賃貸

住宅の維持保全には該当しない。 
 
第２条第４項関係 
１「特定賃貸借契約」について 

「特定賃貸借契約」とは、賃貸人と賃借人との間で締結される賃貸住宅の賃貸借契約であっ

て、賃借人が、当該賃貸住宅を転貸する事業を営むことを目的として締結されるものをいい、

ここで、事業を営むとは、営利の意思を持って反復継続的に転貸することをいうものとする。

なお、営利の意思の有無については、客観的に判断されることとなる。 
このため、個人が賃借した賃貸住宅について、事情により、一時的に第三者に転貸するよう

な場合は、特定賃貸借契約に該当しない。 
 
２ 「人的関係、資本関係その他の関係において賃貸人と密接な関係を有する者」について 
（１）「親族」について（規則第１条第１号イ関係） 

「親族」とは、民法第 725 条に定める６親等内の血族、配偶者及び３親等内の姻族をいう。 
 

（２）「役員」について（規則第２条第１号ロ関係） 
役員とは、次に掲げる者をいう。 
 ①株式会社においては、取締役、執行役、会計参与（会計参与が法人であるときは、その

職務を行うべき社員）及び監査役 
 ②合名会社、合資会社及び合同会社においては、定款をもって業務を執行する社員がいる

場合には当該社員。その他の場合には全ての社員 
 ③財団法人及び社団法人においては、理事及び監事 
 ④特殊法人等においては、総裁、理事長、副総裁、副理事長、専務理事、理事、監事等法令
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により役員として定められている者   
 
（３）「関係会社」について（規則第２条第３号～第８号関係） 

規則第２条第３号～第８号規定の「関係会社」は、賃貸人が次に掲げる場合には、それぞれ

次に掲げる者の関係会社をいうものとし、各号規定の賃貸人の関係会社を指すものではないこ

とに留意すること。 
・登録投資法人：当該登録投資法人の資産運用会社 
・特定目的会社：当該特定目的会社から特定資産の管理及び処分に係る業務の委託を受

けた者 
・その構成員の間で不動産特定共同事業法第２条第３項第１号の不動産特定共同事業契 

約が締結されている民法上の組合：当該組合の業務執行者 
・特例事業者 ：当該特例事業者から委託を受けて不動産取引に係る業務を行う不動産

特定共同事業者又は小規模不動産特定共同事業者 
・賃貸住宅に係る信託受託者 

：当該信託の委託者又は受益者（以下「委託者等」という。）、委託者等が

登録投資法人である場合における当該登録投資法人の資産運用会社、

委託者等が特定目的会社である場合における当該特定目的会社の委託

を受けて特定資産の管理及び処分に係る業務の委託を受けた者 
     このため、例えば、登録投資法人が賃貸人である場合には、当該登録投資法人の資産

運用会社の関係会社を賃借人とする賃貸借契約は、特定賃貸借契約に該当しない。     

また、登録投資法人が信託受益権を保有し、当該信託受益権の受託者である信託銀行が

賃貸人である場合には、当該登録法人の資産運用会社の関係会社を賃借人とする賃貸借

契約は、特定賃貸借契約に該当しない。 
 
第２条第５項関係 
「賃貸住宅を第三者に転貸する事業を営む者」について 
（１）「特定転貸事業者」について 

「特定転貸事業者」とは、特定賃貸借契約に基づき賃借した賃貸住宅を第三者に転貸する事

業を営む者をいい、ここで、事業を営むとは、営利の意思を持って反復継続的に転貸すること

をいうものとする。なお、営利の意思の有無については、客観的に判断されることとなる。 
 

（２）借上社宅について 
いわゆる借上社宅については、例えば、社宅代行業者（転貸人）が企業（転借人）との間で賃

貸借契約を締結し、当該企業が、転貸人から賃借した家屋等にその従業員等を入居させる場合、

社内規定等に基づき従業員等に利用させることが一般的であり、この場合における当該企業は

「転貸する事業を営む者」に該当せず、特定転貸事業者に該当しない。また、当該企業と従業

員等との間で賃貸借契約が締結されている場合であっても、相場よりも低廉な金額を利用料と

して徴収する場合には、従業員等への転貸により利益を上げることを目的とするものではない
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ことから、この場合における当該企業も同様に「転貸する事業を営む者」には該当せず、特定

転貸事業者には該当しない。 

なお、この場合における社宅代行業者は、当該家屋等の所有者（賃貸人）に支払う家賃と当

該企業から支払われる家賃が同額であっても、当該企業から手数料等何らかの名目で収益を得

ることが一般的であるため、営利の意思を持っているということができ、「転貸する事業を営む

者」に該当することから、特定転貸事業者に該当する。 

 
第２８条関係 
１ 「勧誘者」について 

「勧誘者」とは、特定転貸事業者が特定賃貸借契約の締結についての勧誘を行わせる者をい

い、特定の特定転貸事業者と特定の関係性を有する者であって、当該特定転貸事業者の特定賃

貸借契約の締結に向けた勧誘を行う者をいうものとする。 

ここで、特定の特定転貸事業者と特定の関係性を有する者とは、特定転貸事業者から委託を

受けて勧誘を行う者が該当するほか、明示的に勧誘を委託されてはいないが、特定転貸事業者

から勧誘を行うよう依頼をされている者や、勧誘を任されている者は該当し、依頼の形式は問

わず、資本関係も問わないものとする。特定の関係性を有する者であるかどうかは、客観的に

判断すべきものであり、たとえ勧誘者が、自分は自発的に勧誘を行っており、特定転貸事業者

が勧誘を行わせている者でないと主張したとしても、勧誘者に係る規制の適用を免れるもので

はない。また、勧誘者が勧誘行為を第三者に再委託した場合は、当該第三者も勧誘者に該当す

る。 

また、ここでいう「勧誘」とは、特定賃貸借契約の相手方となろうとする者の特定賃貸借契

約を締結する意思の形成に影響を与える程度の勧め方をいい、個別事案ごとに客観的に判断さ

れるものとする。 

例えば、特定の特定転貸事業者との特定賃貸借契約を締結することを直接勧める場合のほか、

特定の特定転貸事業者との特定賃貸借契約のメリットを強調して締結の意欲を高めるなど、客

観的に見て特定賃貸借契約の相手方となろうとする者の意思の形成に影響を与えていると考え

られる場合も勧誘に含まれるが、契約の内容や条件等に触れずに単に事業者を紹介する行為は、

これに含まれないと考えられる。 

 
２ 「誇大広告等」について 

「誇大広告等」とは、実際よりも優良であると見せかけて相手を誤認させる誇大広告に加え、

虚偽の表示により相手を欺く虚偽広告も含まれ、広告の媒体は、新聞、雑誌、テレビ、インタ

ーネット等種類を問わないものとする。 
 
３ 誇大広告等をしてはならない事項について 

著しく事実に相違する表示をし、又は実際のものよりも著しく優良であり若しくは有利であ

ると誤認させる表示をしてはならない事項として規則第３条で規定する事項とは、次に掲げる

事項をいうものとする。 
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（１）「特定賃貸借契約の相手方に支払う家賃の額、支払期日及び支払方法等の賃貸の条件並びに

その変更に関する事項」について（規則第３条１号関係） 
「特定賃貸借契約の相手方に支払う家賃の額、支払期日及び支払方法等の賃貸の条件並びに

その変更に関する事項」とは、特定転貸事業者が賃貸人に支払うべき家賃の額、支払期日及び

その支払い方法、当該額の見直しがある場合はその見直しの時期、借地借家法第３２条に基づ

く家賃の減額請求権及び利回りをいうものとする。 
 
（２）「賃貸住宅の維持保全の実施方法」について（規則第３条第２号関係） 

「賃貸住宅の維持保全の実施方法」とは、特定転貸事業者が行う賃貸住宅の維持保全の内容、

頻度、実施期間等をいうものとする。 
 
（３）「賃貸住宅の維持保全に要する費用の分担に関する事項」について（規則第３条第３号関係） 

「賃貸住宅の維持保全に要する費用の分担に関する事項」とは、維持保全の費用を負担する

者及び当該費用に関する特定転貸事業者と賃貸人の負担割合をいうものとする。 
 
（４）「特定賃貸借契約の解除に関する事項」について（規則第３条第４号関係） 

「特定賃貸借契約の解除に関する事項」とは、契約期間、契約の更新時期及び借地借家法第

２８条に基づく更新拒絶等の要件をいうものとする。 
   
４ 「著しく事実に相違する表示」について 

「事実に相違する」とは、広告に記載されている内容が実際の特定賃貸借契約の内容と異な

ることをいうものとする。 
「著しく」とは、個々の広告の表示に即して判断されるべきものであるが、特定賃貸借契約

の相手方となろうとする者が、広告に記載されていることと事実との相違を知っていれば通常、

その特定賃貸借契約に誘引されないと判断される程度のことをいい、単に事実と当該表示との

相違することの度合いが大きいことのみで判断されるものではないことに留意すること。 
「著しく事実に相違する表示」であるか否かの判断に当たっては、広告に記載された一つ一

つの文言等のみからではなく、表示内容全体から特定賃貸借契約の相手方となろうとする者が

受ける印象・認識により総合的に判断するものとする。 
 
５ 「実際のものよりも著しく優良であり、若しくは著しく有利であると人を誤認させるような

表示」について 
「実際のものよりも著しく優良であり、若しくは有利であると人を誤認させるような表示」

に該当するかは、特定賃貸借契約の内容等についての専門的知識や情報を有していない者を誤

認させる程度か、広告に記載された一つ一つの文言等のみでなく、表示内容全体から当該者が

受ける印象・認識により総合的に判断するものとする。 
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第２９条関係 
１ 「特定賃貸借契約の締結の勧誘をするに際し」について 

特定賃貸借契約の相手方となろうとする者がいまだ契約締結の意思決定をしていないときに、

特定転貸事業者又は勧誘者が、当該者と特定賃貸借契約を締結することを目的として、又は当

該者に契約を締結させる意図の下に働きかけることをいうものとする。なお、当該者の判断に

影響を及ぼすこととなる重要なものについて事実の不告知・不実告知があれば足り、実際に契

約が締結されたか否かは問わない。 
 
２ 「解除を妨げるため」について 

特定賃貸借契約の相手方の特定賃貸借契約を解除する意思を翻させたり、断念させたりする

ほか、契約の解除の期限を徒過するよう仕向けたり、協力しない等、その実現を阻止する目的

又は意図の下に行うことをいうものとする。なお、実際に特定賃貸借契約の相手方が契約解除

を妨げられたか否かは問わない。 
 
３ 「特定賃貸借契約の相手方又は相手方となろうとする者の判断に影響を及ぼすこととなる重

要なもの」について 
特定転貸事業者が特定賃貸借契約の相手方に支払う家賃の額等の賃貸の条件やその変更に関

する事項、特定転貸事業者が行う賃貸住宅の維持保全の内容及び実施方法、契約期間に発生す

る維持保全、長期修繕等の費用負担に関する事項、契約の更新又は解除に関する事項等、当該

事項を告げない、又は事実と違うことを告げることで、特定賃貸借契約の相手方又は相手方と

なろうとする者（以下「相手方等」という。）の不利益に直結するものをいうものとする。 
 
４ 「故意に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為」について 

「故意に事実を告げず」とは、事実を認識しているにもかかわらず、あえてこれを告げない

行為をいうものとする。「故意に不実のことを告げる行為」とは、事実でないことを認識してい

ながらあえて事実に反することを告げる行為をいうものとする。 
ここで、「故意」については、内心の心理状態を示す主観的要件であるが、客観的事実によっ

て推認されることとなるほか、特定転貸事業者であれば当然に知っていると思われる事項を告

げないような場合については、故意の存在が推認されることになると考えられる。 
  
５ 「特定賃貸借契約の相手方又は相手方となろうとする者の保護に欠けるもの」について 
（１）「特定賃貸借契約を締結若しくは更新させ、又は特定賃貸借契約の申込みの撤回若しくは解

除を妨げるため、特定賃貸借契約の相手方又は相手方となろうとする者を威迫する行為」に

ついて（規則第４条第１号関係） 
「威迫する行為」とは、脅迫とは異なり、相手方等に恐怖心を生じさせるまでは要しないが、

相手方等に不安の念を抱かせる行為をいうものとする。 
 

（２）「特定賃貸借契約の締結又は更新について相手方等に迷惑を覚えさせるような時間に電話又
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は訪問により勧誘する行為」について（規則第４条第２号関係） 
「迷惑を覚えさせるような時間」とは、相手方等の職業や生活習慣等に応じ、個別に判断す

るものとする。一般的には、相手方等に承諾を得ている場合を除き、特段の理由が無く、午後

９時から午前８時までの時間帯に電話勧誘又は訪問勧誘を行うことは、本号が規定する勧誘に

該当する。 
  

（３）「特定賃貸借契約の締結又は更新について深夜又は長時間の勧誘その他の私生活又は業務

の平穏を害するような方法により相手方等を困惑させる行為」について（規則第４条第３

号関係） 
「その者を困惑させる行為」とは、個別事案ごとに判断されるものであるが、深夜勧誘や長

時間勧誘のほか、例えば、相手方等が勤務時間中であることを知りながら執ような勧誘を行っ

て相手方等を困惑させることや面会を強要して相手方等を困惑させる行為などが該当する。 
 

（４）「特定賃貸借契約の締結又は更新をしない旨の意思を表示した相手方等に対して執ように

勧誘する行為」について（規則第４条第４号関係） 
「契約の締結又は更新をしない旨の意思」は、口頭であるか、書面であるかを問わず、契約

の締結又は更新の意思がないことを明示的に示すものが該当する。また、相手方等が特定賃貸

借契約を締結しない旨の意思表示を行った場合には、引き続き勧誘を行うことのみならず、そ

の後、改めて勧誘を行うことも「勧誘を継続すること」に該当するので禁止される。同一のサ

ブリース業者の他の担当者による勧誘も同様に禁止される。 
「執ように勧誘する行為」とは、電話勧誘又は訪問勧誘などの勧誘方法、自宅又は会社など

の勧誘場所の如何にかかわらず、相手方等が特定賃貸借契約の締結又は更新をしない旨を意思

表示した以降、又は勧誘行為そのものを拒否する旨の意思表示をした以降、再度勧誘すること

をいい、一度でも再勧誘を行えば本号違反となる。 
 
第３０条関係 
１ 重要事項の説明について 

第３０条に基づく説明（以下「重要事項説明」という。）は、一定の実務経験を有する者や賃

貸不動産経営管理士（一般社団法人賃貸不動産経営管理士協議会の賃貸不動産経営管理士資格

制度運営規程に基づく登録を受けている者）など、専門的な知識及び経験を有する者によって

行われることが望ましい。なお、重要事項説明は、特定転貸事業者自らが行う必要があること

に留意すること。 
重要事項説明については、特定賃貸借契約の相手方となろうとする者が契約内容とリスク事

項を十分に理解した上で契約を締結できるよう、説明から契約締結までに１週間程度の期間を

おくことが望ましい。説明から契約締結までの期間を短くせざるを得ない場合には、事前に重

要事項説明書等を送付し、重要事項説明書等の送付から一定期間後に、説明を実施するなどし

て、特定賃貸借契約の相手方となろうとする者が契約締結の判断を行うまでに十分な時間をと

ることが望ましい。 
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特定転貸事業者は、相手方が法第３０条の重要事項説明の対象となる場合は、その者が特定

賃貸借契約について一定の知識や経験があったとしても、下記２（１）～（１４）に掲げる事

項を書面に記載し、十分な説明をすることが必要である。その上で、説明の相手方の知識、経

験、財産の状況、賃貸住宅経営の目的やリスク管理判断能力等に応じた説明を行うことが望ま

しいことから、説明の相手方の属性やこれまでの賃貸住宅経営の実態を踏まえて説明を行うこ

と。 
なお、説明に際しては、別添１の「重要事項説明書」に準拠した書面を用いることが望まし

い。 
 
２ 「特定賃貸借契約の内容及びその履行に関する事項であって国土交通省令で定めるもの」に

ついて（規則第６条関係） 
「特定賃貸借契約の内容及びその履行に関する事項であって国土交通省令で定めるもの」と

して特定転貸事業者が重要事項説明書に記載する事項は以下とする。 
 
（１）特定賃貸借契約を締結する特定転貸事業者の商号、名称又は氏名及び住所（第１号関係） 
 
（２）特定賃貸借契約の対象となる賃貸住宅（第２号関係） 

特定賃貸借契約の対象となる賃貸住宅の所在地、物件の名称、構造、面積、住戸部分（部屋

番号、住戸内の設備等）、その他の部分（廊下、階段、エントランス等）、建物設備（ガス、上水

道、下水道、エレベーター等）、附属設備等（駐車場、自転車置き場等）等について記載し、説

明すること。 
 

（３）特定賃貸借契約の相手方に支払う家賃の額、支払期日及び支払方法等の賃貸の条件並びに

その変更に関する事項（第３号関係） 
特定転貸事業者が賃貸人に支払う家賃の額、家賃の設定根拠、支払期限、支払い方法、家賃

改定日等について記載し、説明すること（家賃の他、敷金がある場合も同様とする。）。なお、

家賃の設定根拠については、近傍同種の家賃相場を示すなどして記載の上、説明すること。 
契約期間が長期である場合などにおいて、賃貸人が当初の家賃が契約期間中変更されること

がないと誤認しないよう、家賃改定のタイミングについて説明し、当初の家賃が減額される場

合があることを記載し、説明すること。また、契約において、家賃改定日が定められていても、

その日以外でも、（１４）に記載のとおり、借地借家法に基づく減額請求が可能であることにつ

いて記載し、説明すること。 
入居者の新規募集や入居者退去後の募集に一定の時間がかかるといった理由から、特定転貸

事業者が賃貸人に支払う家賃の支払いの免責期間を設定する場合は、その旨を記載し、説明す

ること。 
 

（４）特定転貸事業者が行う賃貸住宅の維持保全の実施方法（第４号関係） 
特定転貸事業者が行う法第２条第２項規定の維持保全の内容について、回数や頻度を明示し
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て可能な限り具体的に記載し、説明すること。 
賃貸住宅の維持保全と併せて、入居者からの苦情や問い合わせへの対応を行う場合は、その

内容についても可能な限り具体的に記載し、説明すること。 
なお、維持又は修繕のいずれか一方のみを行う場合や入居者からの苦情対応のみを行い維持

及び修繕（維持・修繕業者への発注等を含む。）を行っていない場合であっても、その内容を記

載し、説明することが望ましい。 
 

（５）特定転貸事業者が行う賃貸住宅の維持保全に要する費用の分担に関する事項（第５号関係） 
特定転貸事業者が行う維持保全の具体的な内容や設備毎に、賃貸人と特定転貸事業者のどち

らが、それぞれの維持や修繕に要する費用を負担するかについて記載し、説明すること。その

際、賃貸人が費用を負担する事項について誤認しないよう、例えば、設備毎に費用負担者が変

わる場合や、賃貸人負担となる経年劣化や通常損耗の修繕費用など、どのような費用が賃貸人

負担になるかについて具体的に記載し、説明すること。 
また、修繕等の際に、特定転貸事業者が指定する業者が施工するといった条件を定める場合

は、必ずその旨を記載し、説明すること。 
 
（６）特定賃貸借契約の相手方に対する維持保全の実施状況の報告に関する事項（第６号関係） 

特定転貸事業者が行う維持保全の実施状況について、賃貸人へ報告する内容やその頻度につ

いて記載し、説明すること 
 
（７）損害賠償額の予定又は違約金に関する事項（第７号関係） 

引渡日に物件を引き渡さない場合や家賃が支払われない場合等の債務不履行や契約の解約の

場合等の損害賠償額の予定又は違約金を定める場合はその内容を記載し、説明すること。 
 

（８）責任及び免責に関する事項（第８号関係） 
天災等による損害等、特定転貸業者が責任を負わないこととする場合は、その旨を記載し、

説明すること。 
賃貸人が賠償責任保険等への加入をすることや、その保険に対応する損害については特定転

貸事業者が責任を負わないこととする場合は、その旨を記載し、説明すること。 
 

（９）契約期間に関する事項（第９号関係） 
契約の始期、終期、期間及び契約の類型（普通借家契約、定期借家契約）を記載し、説明する

こと。また、契約期間は、家賃が固定される期間ではないことを記載し、説明すること。 
 

（１０）転借人の資格その他の転貸の条件に関する事項（第１０号関係） 
反社会的勢力への転貸の禁止や、学生限定等の転貸の条件を定める場合は、その内容につい

て記載し、説明すること。 
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（１１）転借人に対する（４）の内容の周知に関する事項（第１１号関係） 
特定転貸事業者が行う（４）に記載する維持保全の内容についてどのような方法（対面での

説明、書類の郵送、メール送付等）で周知するかについて記載し、説明すること。 
 
（１２）特定賃貸借契約の更新及び解除に関する事項（第１２号関係） 

賃貸人と特定転貸事業者間における契約の更新の方法（両者の協議の上、更新することがで

きる等）、契約の解除の場合の定めを設ける場合はその内容及び（７）について記載し、説明す

ること。 
賃貸人又は特定転貸事業者が契約に定める義務に関してその本旨に従った履行をしない場合

には、その相手方は、相当の期間を定めて履行を催告し、その期間内に履行がないときは契約

を解除することができる旨を記載し、説明すること。 
契約の更新拒絶等に関する借地借家法の規定の概要については、（１４）の内容を記載し、説

明すること。 
 
（１３）特定賃貸借契約が終了した場合における特定転貸事業者の権利義務の承継に関する事     
  項（第１３号関係） 

特定賃貸借契約が終了した場合、賃貸人が特定転貸事業者の転貸人の地位を承継することと

する定めを設け、その旨を記載し、説明すること。特に、転貸人の地位を承継した場合に、正

当な事由なく入居者の契約更新を拒むことはできないこと、特定転貸事業者の敷金返還債務を

承継すること等について賃貸人が認識できるようにすること。 
 
（１４）借地借家法（平成３０年法律第９０号）その他特定賃貸借契約に係る法令に関する事項

の概要（第１４号関係） 
①借地借家法第３２条第１項（借賃増減請求権）について 
特定賃貸借契約を締結する場合、借地借家法第３２条第１項（借賃増減請求権）が適用され

るため、特定転貸事業者が賃貸人に支払う家賃が、変更前の家賃額決定の要素とした事情等を

総合的に考慮した上で、 
・土地又は建物に対する租税その他の負担の増減により不相当となったとき 
・土地又は建物の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により不相当となったとき 
・近傍同種の建物の借賃に比較して不相当となったとき 
は、契約の条件にかかわらず、特定転貸事業者は家賃を相当な家賃に減額を請求することが

できること及び空室の増加や特定転貸事業者の経営状況の悪化等が生じたとしても、上記のい

ずれかの要件を充足しない限りは、同条に基づく減額請求はできないことを記載し、説明する

こと。 
特に、契約において、家賃改定日が定められている場合や、一定期間特定転貸事業者から家

賃の減額はできないものとする等の内容が契約に盛り込まれていた場合であっても、同条に基

づき、特定転貸事業者からの家賃の減額請求はできることを記載して説明し、賃貸人が、これ

らの規定により、特定転貸業者からの家賃減額はなされないと誤認しないようにすること。 
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さらに、借地借家法に基づき、特定転貸事業者は減額請求をすることができるが、賃貸人は

必ずその請求を受け入れなければならないわけでなく、賃貸人と特定転貸事業者との間で、変

更前の家賃決定の要素とした事情を総合的に考慮した上で、協議により相当家賃額が決定され

ることを記載し、説明すること。なお、家賃改定額について合意に至らない場合は、最終的に

訴訟によることとなる。 
     

②借地借家法第２８条（更新拒絶等の要件）について 
普通借家契約として特定賃貸借契約を締結する場合、借地借家法第 28 条（更新拒絶等の要

件）が適用されるため、賃貸人から更新を拒絶する場合には、次に掲げる事項を考慮して、正

当の事由があると認められる場合でなければすることができない旨を記載し、説明すること。 
・賃貸人及び特定転貸事業者（転借人（入居者）を含む）が建物の使用を必要とする事情 
・建物の賃貸借に関する従前の経過 
・建物の利用状況及び建物の現況並びに賃貸人が建物の明渡しの条件として又は建物の明渡

しと引換えに特定転貸事業者（転借人（入居者）を含む）に対して財産上の給付をする旨

の申出をした場合におけるその申出 
特に、契約において、賃貸人と特定転貸事業者の協議の上、更新することができる等の更新

の方法について定められている場合に、賃貸人が、自分が更新に同意しなければ、特定転貸事

業者が更新の意思を示していても、契約を更新しないことができると誤認しないようにするこ

と。 
 

③借地借家法第３８条（定期建物賃貸借）について 
定期借家契約として特定賃貸借契約を締結する場合、家賃は減額できないとの特約を定める

ことにより、借地借家法第３２条の適用はなく、特定転貸事業者から家賃の減額請求はできな

いこと、契約期間の満了により、契約を終了することができること、賃貸人からの途中解約は

原則としてできないことを記載し、説明すること。 
 
３ 特定賃貸借契約の更新等に際しての重要事項説明について 

特定転貸事業者が特定賃貸借契約を従前と異なる内容で更新する場合、改めて重要事項説明

書の交付及び重要事項説明をするものとする。 
ここで「従前と異なる内容」とは、契約内容のうち、少なくとも、重要事項説明の説明事項

が従前と異なる場合は、従前と異なる内容による契約であると考えられる。なお、契約の同一

性を保ったままで契約期間のみを延長することや、組織運営に変更のない商号又は名称等の変

更等、形式的な変更と認められる場合はこれに該当せず、その場合、本条に基づく重要事項説

明等は行わないこととして差し支えない。 
このため、本法施行前に締結された特定賃貸借契約を施行後に更新する場合であって、それ

が従前と異なる内容による契約に該当する場合、本条に基づく重要事項説明書の交付及び重要

事項説明が必要である。 
また、特定賃貸借契約が締結されている家屋等が、契約期間中現賃貸人から売却され、賃貸
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人たる地位が新たな賃貸人に移転し、従前と同一内容によって当該特定賃貸借契約が承継され

る場合でも、新たな賃貸人に重要事項説明書の交付及び重要事項説明をすることが望ましい。 
 

４ 重要事項説明に IT を活用する場合について 
（１）電磁的方法による提供について（規則第７条、第８条関係） 

特定転貸事業者は、特定賃貸借契約の相手方となろうとする者の承諾を得て、重要事項説明

書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができるものとする。その場合は、次の

事項に留意すること。 
・電磁的方法により重要事項説明書を提供しようとする場合は、相手方がこれを確実に受け

取れるように、用いる方法（電子メール、WEB でのダウンロード、CD-ROM 等）やファ

イルへの記録方法（使用ソフトウェアの形式やバージョン等）を示した上で、電子メール、

WEB による方法、CD-ROM 等相手方が承諾したことが記録に残る方法で承諾を得ること。 
・重要事項説明書を電磁的方法で提供する場合、出力して書面を作成でき、改変が行われて

いないか確認できることが必要であること。 
 
（２）重要事項説明に IT を活用する場合の取扱いについて 

重要事項説明にテレビ会議等の IT を活用するに当たっては、次に掲げるすべての事項を満た

している場合に限り、対面による重要事項説明と同様に取扱うものとする。 
なお、説明の相手方に事前に重要事項説明書等を読んでおくことを推奨するとともに、重要

事項説明書等の送付から一定期間後に、IT を活用した重要事項説明を実施することが望ましい。 
・説明者及び重要事項の説明を受けようとする者が、図面等の書類及び説明の内容について

十分に理解できる程度に映像が視認でき、かつ、双方が発する音声を十分に聞き取ること

ができるとともに、双方向でやりとりできる環境において実施していること 
・重要事項説明を受けようとする者が承諾した場合を除き、重要事項説明書及び添付書類を

あらかじめ送付していること 
・重要事項の説明を受けようとする者が、重要事項説明書及び添付書類を確認しながら説明

を受けることができる状態にあること並びに映像及び音声の状況について、特定転貸事業

者が重要事項の説明を開始する前に確認していること 
 
第 31 条関係第１項関係 
１ 締結時書面について 

法第３１条第１項各号規定の事項、及び規則第９条各号規定の事項が記載された契約書であ

れば、当該契約書をもってこの書面とすることができるものとする。 
また、特定転貸事業者は締結時書面についても、第３０条関係４（１）により、電磁的方法

による提供ができるものとする。 
 
２ 特定賃貸借契約の更新に際しての締結時書面の交付について 

特定転貸事業者が特定賃貸借契約を従前と異なる内容で更新する場合、締結時書面の交付を
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するものとする。 
ここで、「従前と異なる内容」とは、契約内容のうち、少なくとも法第３１条第１項及び規則

第９条各号が規定する事項が従前と異なる場合は、従前と異なる内容による契約であると考え

られる。なお、契約の同一性を保ったままで契約期間のみを延長することや、組織運営に変更

のない商号又は名称等の変更等、形式的な変更と認められる場合はこれに該当しない。 
 
第 32 条関係 
「特定転貸事業者の業務及び財産の状況を記載した書類」について 
（１）「特定転貸事業者の業務及び財産の状況を記載した書類」とは、規則第１０条において、業

務状況調書、賃借対照表及び損益計算書、又はこれらに代わる書面とされ、このうち、業務

状況調書は別添２によるものとする。 
 
（２）「これらに代わる書面」とは、貸借対照表、損益計算書などが包含される有価証券報告書や 

外資系企業が作成する同旨の書面、又は商法上作成が義務付けられる商業帳簿等が考えられ

る。 
 
第 35 条関係 

国土交通大臣への申出制度について 
本条に基づく申し出は、直接の利害関係者に限らず、また、個人、法人、団体を問わず、誰で

も申出ができるものとする。 
 
（１）申出書に記載する事項について（規則第１１条関係） 

国土交通大臣に対して申出をしようとする者は、別添３の申出書に、次の事項を記載の上、

提出するものとする。 
①申出人の氏名又は名称及び住所 
②申出の趣旨 

取引の公正やオーナー等の利益が害されるおそれがあると認められる事実等について、

具体的に記載することが望ましい。 
③その他参考となる事項 

個別のケースにより異なるが、例えば、被害状況の詳細、広告に用いられた広告媒体、

同様の被害を受けた者の証言等を記載することが考えられる。 
 
（２）申出の方法について 

申出の方法は、別添３を添付の上、原則、電子メールを送付する方法によることとする。 
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特定賃貸借契約 重要事項説明書     
（第一面）     

 
 

令和  年 月 日 
 殿 （甲） 

第二面に記載した賃貸住宅の特定賃貸借契約の内容等について、賃貸住宅の管理業務等の適正化
に関する法律第30条の規定に基づき、次のとおり説明します。  

 

この書面には、特定賃貸借契約を締結する上でのリスクや留意点が記載されてい
ます。あらかじめよくお読みいただき、ご不明な点はご確認ください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別添１ 



    

 

- 15 - 
 

 
 

（第二面） 
 
(1)特定賃貸借契約を締結する特定転貸事業者の商号等 

借主 
（乙） 

商号（名称）   

代表者         

住所   

連絡先   

  

説明をする者 

氏名   

事務所住所   

連絡先   

資格  

 
(2)特定賃貸借契約の対象となる賃貸住宅 

建物の 

名称・ 

所在地等 

名 称  

所在地  

構造等 造 階建 戸 

面 積 
敷 地 面 積 

建 築 面 積 

延 べ 面 積 

   ㎡ 

    ㎡ 

   ㎡ 
住戸部分 別紙「住戸明細表」に記載の通り 

その他の部分 廊下、階段、エントランス 

建物設備 

 ガ    ス 

 上 水 道 

 下 水 道 

 共聴アンテナ 

  

 

  

  

附属施設等 
駐 車 場 

 自転車置場 
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（第三面） 
(3)契約期間に関する事項 

契約期間 
（始期）令和 年 月 日から 
（終期）令和 年 月 日まで 

年 月 間 
一般借家契約 
定期借家契約 

・本契約では、契約期間中においても、当社から解約の申し入れをすることにより、解約をすることが
できます。 

・本契約には、借地借家法第 28 条（更新拒絶等の要件）が適用されるため、お客様からの解約の申し
入れは、 

 ①お客様及び当社（転借人（入居者）を含む）が建物の使用を必要とする事情 
 ②建物の賃貸借に関する従前の経過 
 ③建物の利用状況及び建物の現況並びにお客様が建物の明渡しの条件として又は建物の明渡しと引

換えに当社（転借人（入居者）を含む）に対して財産上の給付をする旨の申出をした場合における
その申出 

 を考慮して、正当の事由があると認められる場合でなければすることができません。 
・契約期間中においても、家賃は変更になることがあります。 

引渡日 令和年月日 
 
(4)乙が甲に支払う家賃その他賃貸の条件に関する事項 

金 額 支 払 期 限 支 払 方 法 

家賃 

    円 

   当月分・翌月分を 

    毎月日まで 
振込 ／ 持参 

家賃の設定根拠  

初回の家賃改定日 本契約の始期から 年を経過した日の属する日の翌月１日 

２回目以降の 

家賃改定日 
初回の家賃改定日経過後  年毎 

・上記の家賃改定日における見直しにより、家賃が減額となる場合があります。 
・本契約には、借地借家法第32条第１項（借賃増減請求権）が適用されるため、上記の家賃改定日以外

の日であっても、当社からお客様に支払う家賃が、上記記載の家賃額決定の要素とした事情等を総
合的に考慮した上で、 
①土地又は建物に対する租税その他の負担の増減により不相当となったとき 
②土地又は建物の価格の上昇又は低下その他の経済事情の変動により不相当となったとき 
③近傍同種の建物の借賃に比較して不相当となったとき 
は、本契約の条件にかかわらず、当社は家賃を相当な家賃に減額することを請求することができま
す。 

・ただし、空室の増加や当社の経営状況の悪化等が生じたとしても、上記①～③のいずれかの要件を
充足しない限りは、同条に基づく減額請求はできません。 

・また、借地借家法に基づく、当社からの減額請求について、お客様は必ずその請求を受け入れなけれ
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ばならないわけでなく、当社との間で、変更前の家賃決定の要素とした事情を総合的に考慮した上
で、協議により相当家賃額が決定されることとなります。 

 
金 額 支 払 期 限 支 払 方 法 

敷 金 
家賃  か月相当分  

          円 
 

    月 日まで 
振込 ／ 持参 

 
・引渡しに係る借上げ家賃の支払い免責期間 

 引渡日から ヶ月 

 
・退出募集に係る借上げ家賃の支払免責期間 

 退出募集支払免責期間 ヶ月 

 

(5)乙が行う賃貸住宅の維持保全の実施方法 
実施箇所等 内容・頻度等 乙 委託 委託先 

点
検
・
清
掃
等 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

修
繕
等 

     

     

     

そ
の
他 

  

 

 
   

 
 
 
 
 
 

（第四面） 
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(6)乙が行う賃貸住宅の維持保全の費用負担に関する事項  

実施箇所等 
費用負担者 

内  容 
甲 乙 

点
検
・
清
掃
等 

 □ □  

 □ □  

 □ □  

 □ □  

 □ □  

 □ □  

 □ □  

 □ □  

 □ □  

修
繕
等 

 □ □  

 

□ □  

□ □  

□ □  

□ □  

□ □  

 

□ □  

□ □  

□ □  

□ □  

□ □  

 

□ □  

□ □  

□ □  

□ □  

 □ □  

その他 

□ □  

□ □  

□ □  

□ □  

□ □  

□ □  

・乙の責めに帰すべき事由（転借人の責めに帰すべき事由を含む。）によって必要となった修繕につい

ては、上記の費用負担者の記載にかかわらず、甲はその費用を負担しない。 

（第五面） 
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(7)維持保全の実施状況の報告に関する事項 
 
(8)損害賠償額の予定又は違約金に関する事項 
 
(9)責任及び免責に関する事項 
 
(10)転借人の資格その他の転貸の条件に関する事項 

条件項目 条件の有無 条件の内容 

転貸借契約におい
て定めるべき事項 有・無 

・乙は、転貸借契約を締結するに際し、当該契約が転貸借契約
であることを転借人に開示するとともに、転借人が反社会的
勢力でないこと、（１１）のとおり乙が行う維持保全の内容を
周知すること、本契約が終了した場合、甲は、転貸借契約に
おける乙の転貸人の地位を承継することを契約条項とするこ
と。 

契約態様 有・無  

契約期間 有・無  

家賃 有・無  

共 益 費 有・無  

敷   金 有・無  

転 借 人 有・無  

そ の 他 有・無  

 
 
(11)乙が行う賃貸住宅の維持保全の内容の転借人に対する周知に関する事項 

転借人へ周知する内容 転借人への周知方法 

   

 
 

 
(12)契約の更新又は解除に関する事項 
 
 
 

 

 

 

（第六面） 
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(13)乙の権利義務の承継に関する事項 
 
 
 

 

(14)借地借家法その他特定賃貸借契約に係る法令に関する事項の概要 
 

a. 借地借家法第32条第１項（借賃増減請求権）について 

 

b. 借地借家法第28条（更新拒絶等の要件）について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（第七面） 
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住戸明細表 
 
（１）賃貸借の目的物 

建物名称  

建物所在地  

 
（２）住戸内の設備 

設 備 有無 備   考 
 エアコン一基 有・無  

 バルコニー(１階は除く) 有・無  

 オートロック 有・無  

 システムキッチン 有・無  

 フローリング床 有・無  

 床暖房 有・無  

 追焚き機能付風呂 有・無  

 浴室乾燥機 有・無  

 独立洗面所 有・無  

 クローゼット又は１間収納 有・無  

 大型下足入れ 有・無  

 電話２回線以上 有・無  

 宅配ボックス 有・無  

 有・無  

 有・無  

 有・無  

 
（３）住戸内訳 

部屋番号 面積 間取り 家賃 備   考 
  壁芯・内法      ㎡   円  

  壁芯・内法      ㎡   円  

  壁芯・内法      ㎡   円  

  壁芯・内法      ㎡   円  

  壁芯・内法      ㎡   円  

  壁芯・内法      ㎡   円  

  壁芯・内法      ㎡   円  

  壁芯・内法      ㎡   円  

  壁芯・内法      ㎡  円  

  

別紙 
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別記様式第一号（第十条関係）                                           （Ａ４） 

 

業 務 状 況 調 書 

 

 特定賃貸借契約の実績 

期間 

 

内容 

       

年  月  日から    年  月  日までの１年間 

特定賃貸借契約の件数 

 

 

契約額 

（千円） 

 

契約の相手方の数  

契約棟数  

契約戸数  

備考 

 「期間」の欄には、事業年度を記入すること。 
  

別添２ 
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申 出 書 
 

年  月  日 

          殿 
 

氏名又は              
名  称 
 
住  所 

 
電話番号 

 
下記の通り、特定賃貸借契約の適正化を図るため必要があると認められますので、適当 

な措置をとられるよう、賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律第３５条に基づき、 
申し出ます。 
 

記 
１．申出に係る事業者 
所在地： 
名 称： 

 
２．申出の趣旨 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．その他参考となる事項 

別添３ 


